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介護現場における生産性向上の推進について
～介護ロボット等テクノロジーの普及促進の取り組み～



テーマ

⚫ 介護保険制度をとりまく状況

⚫ 介護現場における生産性向上の取組

⚫ 介護ロボット等テクノロジーの普及促進
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２０１９年度
（令和元年度）

第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

２０２３年度
（令和５年度）

２０２５年度
（令和７年度）

○ 第８期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計すると、

・2023年度には約２３３万人（＋約２２万人（5.5万人/年））

・2025年度には約２４３万人（＋約３２万人（5.3万人/年））

・2040年度には約２８０万人（＋約６９万人（3.3万人/年））

となった。 ※（）内は2019年度（211万人）比

※ 介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち

従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護

職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）2019年度（令和元年度）の介護職員数約211万人は、「令和元年介護サービス施設・事業所調査」による。

注２）介護職員の必要数（約233万人・243万人・280万人）については、足下の介護職員数を約211万人として、市町村により第８期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量（総合事

業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

注３）介護職員数には、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を含む。

注４）2018年度（平成30年度）分から、介護職員数を調査している「介護サービス施設・事業所調査」の集計方法に変更があった。このため、同調査の変更前の結果に基づき必要数を算出している

第７期計画と、変更後の結果に基づき必要数を算出している第８期計画との比較はできない。

約
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万
人
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約２１１万人

約２３３万人
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～ ～

～ ～

約
32
万
人
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介護現場における生産性向上（業務改善）の捉え方と生産性向上ガイドライン
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⚫ 業務のやり方を工夫することで、現在の業務から「ムリ」「ムダ」「ムラ」をなくし、業務をより安全に、正確に、効率的

に行い、負担を軽くすることが目的

⚫ Output（成果）/Input（単位投入量）で表し、Process（過程）に着目

一般的な生産性向上の捉え方

介護サービスにおける生産性向上の捉え方

⚫ 事業所が生産性向上（業務改善）に取り組むための指針としてガイドラインを作成。

➢ より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）

➢ 介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）

➢ 介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

生産性向上に資するガイドラインの作成

【介護サービス事業における生産性
向上に資するガイドライン】

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei.html



より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
（介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン）
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①職場環境の整備
②業務の明確化と役割分担
(１)業務全体の流れを再構築

②業務の明確化と役割分担
(２)テクノロジーの活用

③手順書の作成

⑥OJTの仕組みづくり⑤情報共有の工夫④記録・報告様式の工夫 ⑦理念・行動指針の徹底

取組前 取組後

介護職員が
専門能力を発揮

介護助手
が実施

介護職の業務が
明確化されて
いない

業務を明確化し、
適切な役割分担を
行いケアの質を向上

職員の心理的
負担が大きい

職員の心理的
負担を軽減

職員によって異なる
申し送り

申し送りを
標準化

帳票に
何度も転記

タブレット端末や
スマートフォンによる
データ入力（音声入
力含む）とデータ共有

活動している
職員に対して
それぞれ指示

インカムを利用した
タイムリーな
情報共有

職員の教え方に
ブレがある

教育内容と
指導方法を統一

イレギュラーな
事態が起こると
職員が自身で
判断できない

組織の理念や行動
指針に基づいた
自律的な行動



介護ロボット等テクノロジーの普及促進
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• 見守り機器を活用した場合の夜間人員基準の緩和（特養（従来型））

• 見守り機器を活用した場合の夜勤職員配置加算の要件の緩和（特養） 等

令和 3年度介護報酬改定

• 介護事業所、介護ロボット開発企業向けの相談窓口の設置（全国17ヵ所）

• 開発企業に対し開発実証のアドバイスを行うリビングラボの設置（全国８ヵ所）

• 実際の介護現場を活用した、介護ロボット導入に関する大規模実証（効果測定）の実施 等

介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム

• 生産性向上に資するガイドラインの普及促進

• 業務改善に取り組む事業所に対するコンサル費用の一部補助・都道府県による取組（モデル事業等）の

実施費用の一部補助（業務改善支援事業（地域医療・介護総合確保基金））

• 介護助手の活用、ケアプランデータ連携や文書負担軽減の推進 等

生産性向上に取り組むに当たっての業務改善等への支援

• 介護事業所が介護ロボット・ICTを導入する際の費用の一部補助

• 補助額・補助率等の要件を段階的に拡充

介護ロボット・ I C T導入支援事業（地域医療介護総合確保基金）



新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で「感染症や災害への対応力強化」を図るとともに、団塊の世代の全てが75歳以
上となる2025年に向けて、2040年も見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止の取組の推進」、「介
護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

改定率：＋０．７０％

１．感染症や災害への対応力強化

２．地域包括ケアシステムの推進 ３．自立支援・重度化防止の取組の推進

４．介護人材の確保・介護現場の革新 5．制度の安定性・持続可能性の確保

■感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築

○日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進
・感染症対策の強化 ・業務継続に向けた取組の強化 ・災害への地域と連携した対応の強化 ・通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応

■住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要な
サービスが切れ目なく提供されるよう取組を推進

■制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、
科学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進

■喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応 ■必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る

○認知症への対応力向上に向けた取組の推進

○看取りへの対応の充実

○医療と介護の連携の推進

○在宅サービス、介護保険施設や高齢者住まいの機能・対応強化

○ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○地域の特性に応じたサービスの確保

○リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化

○介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進

・認知症専門ケア加算の訪問ｻｰﾋﾞｽへの拡充 ・無資格者への認知症介護基礎研修受講義務づけ

・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの取組推進 ・施設等における評価の充実

・老健施設の医療ニーズへの対応強化
・長期入院患者の介護医療院での受入れ推進

・事務の効率化による逓減制の緩和・医療機関との情報連携強化・介護予防支援の充実

○報酬体系の簡素化

・区分支給限度基準額の計算方法の一部見直し ・訪問看護のリハの評価・提供回数等の見直し
・長期間利用の介護予防リハの評価の見直し ・居宅療養管理指導の居住場所に応じた評価の見直し
・介護療養型医療施設の基本報酬の見直し ・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）の廃止
・生活援助の訪問回数が多い利用者等のケアプランの検証

・月額報酬化（療養通所介護） ・加算の整理統合（リハ、口腔、栄養等）

○評価の適正化・重点化

・訪問看護や訪問入浴の充実 ・緊急時の宿泊対応の充実 ・個室ﾕﾆｯﾄの定員上限の明確化

・過疎地域等への対応（地方分権提案） ・施設での日中生活支援の評価 ・褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、排せつ支援の強化

・計画作成や多職種間会議でのリハ、口腔、栄養専門職の関与の明確化
・リハビリテーションマネジメントの強化 ・退院退所直後のリハの充実
・通所介護や特養等における外部のリハ専門職等との連携による介護の推進
・通所介護における機能訓練や入浴介助の取組の強化
・介護保険施設や通所介護等における口腔衛生の管理や栄養マネジメントの強化

・CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
・ADL維持等加算の拡充

○介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

○寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進

※各事項は主なもの

○テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた
業務効率化・業務負担軽減の推進

○文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減
の推進

・特定処遇改善加算の介護職員間の配分ルールの柔軟化による取得促進
・職員の離職防止・定着に資する取組の推進
・サービス提供体制強化加算における介護福祉士が多い職場の評価の充実
・人員配置基準における両立支援への配慮 ・ハラスメント対策の強化

・見守り機器を導入した場合の夜間における人員配置の緩和
・会議や多職種連携におけるICTの活用
・特養の併設の場合の兼務等の緩和 ・３ユニットの認知症GHの夜勤職員体制の緩和

・署名・押印の見直し・電磁的記録による保存等・運営規程の掲示の柔軟化

・介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化
・高齢者虐待防止の推進 ・基準費用額（食費）の見直し

６．その他の事項

令和３年度介護報酬改定の概要

※うち、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対応するための特例的な評価 ０．０５％（令和３年９月末までの間）

・基本報酬の見直し 7



地域医療介護総合確保基金を利用した介護ロボットの導入支援

⚫ 補助額

補助内容 ※令和２年度（当初予算）以降の拡充分（下線部以外）は令和５年度までの実施

⚫ 介護ロボット
･･･移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援など、厚生労働省・経済産業省で定める「ロボット技術の介護利用における

重点分野」に該当する介護ロボット

⚫ 見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備
･･･Wi-Fi環境の整備、インカム、見守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動させる情報連携のネットワーク構築経費 等

補助対象

⚫ 補助上限台数

･･･必要台数(制限の撤廃)

⚫ 補助率

･･･都道府県の裁量により設定
（一定の要件を満たす場合は3/4を下限、それ以外の事業所は1/2を下限)

〈一定の要件〉･･･以下の要件を満たすこと

・導入計画書において目標とする人員配置を明確にした上で、見守りセンサーや

インカム、介護記録ソフト等の複数の機器を導入し、職員の負担軽減等を図り

つつ、人員体制を効率化させる場合

◼ 対象となる介護ロボット（例）

○見守りセンサー
（見守り）

○入浴アシストキャリー
（入浴支援）

○装着型パワーアシスト
（移乗支援）

○非装着型離床アシスト
（移乗支援）

利用者

都道府県基金
（負担割合：国２／３、

都道府県１／３）

➢負担軽減 効率化サービス
提供

介護保険施設・事業所

◼ 事業の流れ ◼ 実績（参考）

➢ 実施都道府県数：45都道府県
（令和３年度）

➢ 都道府県が認めた介護施設等の導入
計画件数

（注）令和3年度の数値は原則R3.11月末時点の暫定値
※１施設で複数の導入計画を作成することが
あり得る

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

58 364 505 1,153 1,813 2,353 2,596

介護ロボット
(1機器あたり)

・移乗支援(装着型・非装着型)
・入浴支援

上限100万円

・上記以外 上限30万円

見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備
(1事業所あたり)

上限750万円
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令和４年度予算：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）１３７．４億円の内数

• 目的･･･介護ロボットを活用した介護事業所の生産性向上の取組を通じて、ケアの質の維持・向上や職員の負担軽減等
を図る。

• 実施主体･･･都道府県

http://robotcare.jp/wp-content/uploads/2013/09/cyberdyne01.jpg


地域医療介護総合確保基金を利用したICT導入支援事業

令和４年度予算：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）１３７．４億円の内数

⚫ LIFEによる情報収集・フィードバックに協力

⚫ 他事業所からの照会に対応

⚫ 導入計画の作成、導入効果報告（2年間）

⚫ IPAが実施する「SECURITY ACTION」の「★一つ星」または
「★★二つ星」のいずれかを宣言 等

補助要件

補助割合が3/4となる要件･･･以下のいずれかを満たすこと

⚫ 事業所間でケアプランのデータ連携で負担軽減を実現

⚫ LIFEの「CSV連携仕様」を実装した介護ソフトで実際にデータ登
録を実施等

⚫ ＩＣＴ導入計画で文書量を半減（R4年度拡充）

⚫ ケアプランデータ連携システムの利用（R4年度拡充）

※令和２年度（当初予算）以降の拡充分（下線部以外）は令和５年度までの実施

• 目的･･･ICTを活用した介護サービス事業所の業務効率化を通じて、職員の負担軽減を図る。

• 実施主体･･･都道府県
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⚫ 介護ソフト･･･記録、情報共有、請求業務で転記が不要であるもの、ケアプラン連携標準仕様、を実装しているもの（標準仕様の対象サービ
ス種別の場合。各仕様への対応に伴うアップデートも含む）

⚫ 情報端末･･･タブレット端末、スマートフォン端末、インカム等

⚫ 通信環境機器等･･･Wi-Fiルーター等

⚫ その他･･･運用経費（クラウド利用料、サポート費、研修費、他事業所からの照会対応経費、バックオフィスソフト（勤怠管理、シフト管理
等）等）

補助対象

事業所規模（職員数）に応じて設定

⚫ 1～10人 100万円

⚫ 11～20人 160万円

⚫ 21～30人 200万円

⚫ 31人～ 260万円

補助上限額等

補助割合

⚫ 一定の要件を満たす場合は、
3/4を下限に都道府県の裁量に
より設定

⚫ それ以外の場合は、１/２を下限
に都道府県の裁量により設定

導入計画の策定 導入

介護ソフト・タブレット

等の購入費用の補助

（R1年度～）

業務分析 活用

⚫ 文書量半減を実現できるICT導入計画の作

成（R4年度拡充）

⚫ 事業所間でケアプランのデータ連携を

実施

⚫ LIFEのCSV連携仕様を活用しデータ

登録

⚫ ケアプランデータ連携システムの

利用（R4年度拡充）

※ケアプランデータ連携システム･･･令和2年度第三次補正予算により国保中央会に構築中



【内容】
生産性向上ガイドラインに基づき業務改善に取り組む介護事業所に対して、第三者がその

取組（タイムスタディ調査による業務の課題分析等）を支援するための費用の一部を助成

【対象事業所】
生産性向上ガイドライン（平成30年度作成）に基づき、事業所自らの業務改善に向けた

取組を、本事業により後押しすることで、地域全体における取組の拡大にも資すると都道府
県又は市町村が認める介護事業所
※ 例えば、人材不足に関連した課題を解決することが急務である事業所、団体を通じた取組の
横展開が期待できる事業所など

【手続き等】
介護事業所は業務改善計画や市町村の意見書（市町村指定の場合）を添付の上申請する。

事業実施後、都道府県へ改善成果の報告を行う 等
※ 都道府県は各種研修会や事業者団体等を通じて集約した改善成果（業務改善モデル）を横展開

【補助額】（１事業所あたり）対象経費の１／２以内（上限３０万円）

①課題解決が急務な事業所

②業務改善支援（事前評価（課
題抽出）、改善支援、事後評
価）の実施

③改善成果報告・公表等

④改善モデルを蓄積して近
隣事業所に横展開

⑤地域における生産性向上
の取組が面的に拡大

事業スキーム

■ 平成30年度の「介護現場革新会議」の基本方針を踏まえ、都道府県等が地域の関係団体と「介護現場革新会議」を開催し、
当該会議において地域の課題等に関する議論を行い、その解決に向けた対応方針を策定。その方針に基づいた取組に要する
費用として、都道府県等が開催する「介護現場革新会議」において必要と認められる経費に対して助成する。

①介護現場革新会議の設置に伴う必要な経費

②介護事業所の取組に必要な経費
（例：第三者がその取組（タイムスタディ調査による業務の課題分析等）を支援するための費用、介護ロボットやICT機器等のハードウェア・ソフトウェア

の導入費用（インカム機器、介護記録ソフトウェア、通信環境整備等に係る費用を含む。）

③都道府県等が取組む介護の魅力発信や職員の定着支援等に要する必要な経費

【補助額】②について（１事業所あたり）対象経費の１／２以内（上限５００万円）、①③については必要な経費

（２）都道府県等が開催する「介護現場革新会議」で必要と認められた経費の一部を助成 ※令和５年度までの実施

（１）第三者が生産性向上の取組を支援するための費用の支援（コンサル経費の補助）

地域医療介護総合確保基金を活用した介護事業所に対する業務改善支援（令和４年度の内容）

予算：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数
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介護ロボット開発等加速化事業
（介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム）

開発企業等

○ 介護現場において、テクノロジーの活用などによるサービスの質の向上や職員の負担軽減といった生産性向上の推進は喫緊
の課題となっており、見守りセンサーやICT等といった生産性向上に効果的なテクノロジーの普及をより強力に進めていく。

○ 具体的には、①介護現場・ロボット開発企業の双方に対する一元的な相談窓口（地域拠点）、②開発機器の実証支援を行う
リビングラボのネットワーク、③介護現場における実証フィールドからなる、介護ロボットの開発・実証・普及のプラット
フォームを整備する。

介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム

介護施設等

③介護現場における実証フィールド
－エビデンスデータの蓄積－

②リビングラボネットワーク
－開発実証のアドバイザリーボード兼先行実証フィールドの役割－

①相談窓口（地域拠点）
介護ロボットに関する介護施設等からの導入相談、開発企業
等からの実証相談へのきめ細かな対応

全国の介護施設の協力による大規模実証フィールド

＜感染症対策に資する非接触対応に効果的なテクノロジーの例＞

＜見守りセンサー＞

居室内の利用者の状況（ベッドから離れた場
合や転倒した場合等）をセンサーで感知
→遠方から効率的な見守りが可能になる。

＜ICT（インカム）＞

遠方にいながら職員
間での利用者の状況
の共有が可能になる。

＜移乗支援（非装着型）＞

利用者の抱え上げを

ロボットが代替し、接触
対応が軽減される。

※リビングラボとは
実際の生活空間を再現し、
新しい技術やサービスの
開発を行うなど、介護現
場のニーズを踏まえた介
護ロボットの開発を支援
するための拠点

令和４年度予算（令和３年度当初予算）
5.0億円（5.0億円）

（参考）令和３年度補正予算：3.9億円

＜令和３年度補正予算の
拡充内容＞

○相談窓口の機能充実

・相談窓口の増設
・アドバイザー職員の増員

○大規模実証に係る対象施設数の
拡充 等

11
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Ⅲ 今後の課題

（テクノロジーの活用）

テクノロジーを活用した場合の人員基準の緩和等について、利用者の

安全確保やケアの質、職員の負担、人材の有効活用の観点から、実際

にケアの質や職員の負担にどのような影響があったのか等、施行後の

状況を把握・検証するとともに、実証データの収集に努めながら、必

要な対応や、介護サービスの質や職員の負担に配慮しつつ、更なる介

護現場の生産性向上の方策について、検討していくべきである。

令和３年度介護報酬改定に関する審議報告
(令和２年12月23日 社会保障審議会（介護給付費分科会）資料公表）（抜粋）
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介護現場において、テクノロジーの活用やいわゆる介護助手の活用等による生産性向上の取組を推進するため、介護

施設における効果実証を実施するとともに実証から得られたデータの分析を行い、次期介護報酬改定の検討に資する

エビデンスの収集等を行うことを目的とする。

目的

実証テーマ① 見守り機器等を活用した夜間見守り

令和3年度介護報酬改定（夜間の人員配置基準緩和等）

を踏まえ、特養（従来型）以外のサービスも含め、夜間

業務における見守り機器等の導入による効果を実証。

実証テーマ② 介護ロボットの活用

施設の課題や状況等に応じた適切な介護ロボットの導入

とそれに伴う業務オペレーションの見直しによる効果を

実証。

実証テーマ③ 介護助手の活用

身体的介護以外の業務や介護専門職のサポート等の比較

的簡単な作業を行う、いわゆる介護助手を活用すること

による効果を実証。

実証テーマ④ 介護事業者等からの提案手法

生産性向上の取組に意欲的な介護事業者等から、取組の

目標や具体的な取組内容等に関する提案を受け付け、提

案を踏まえた実証を実施。

想定する調査項目 ※具体的な調査項目、調査手法（実証施設数含む）については、事業内に設置する有識者で構成する実証委員会にて検討

• 介護職員の業務内容・割合がどのように変化したか

• ケアの質が適切に確保されているかどうか（利用者のADL、認知機能、意欲等に関する評価、ケア記録内容 等）

• 介護職員の働き方や職場環境がどう改善したのか（職員の勤務・休憩時間、心理的不安、意欲の変化 等） 等

実施スケジュール

４月～５月 実証施設選定（テーマ①～③）、提案募集・選定（テーマ④）、実証計画（調査項目・手法等）の策定

６月・７月 事前調査

１０月 事後調査（１回目）

１２月 事後調査（２回目）

１２月～３月 データ分析、実証結果のとりまとめ

介護ロボット等による生産性向上の取組に関する効果測定事業
（令和4年度実証事業）



介護ロボット等のテクノロジーの普及に向けて
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⚫ 介護ロボット等のテクノロジーの効果を最大限に高めるためには、施設の課題･ニーズに応じた
適切な機器の導入と適切な業務オペレーションの見直しを行う必要があるが、これらノウハウの
普及に向けて、見本となる先進施設の存在や伴走支援が必要。

⚫ テクノロジーの活用等、生産性向上の取組を広く普及するためには、地域での人材育成･ネット
ワークづくりを活性化し、長期的に地域で自律的に取り組んでいくことが必要。

（人材確保施策と併せて、都道府県が核となって施策を推進することが効果的ではないか）

⚫ また、テクノロジーの活用等、生産性向上の取組に関し、ケアの質の確保や職員の負担軽減等に
関するエビデンス・データを引き続き収集し、当該データ等に基づき、介護現場の生産性向上等
に係る人員基準の方向性及び関連する報酬の取扱い等を具体的に議論していく。



介護生産性向上推進総合事業（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））
〔“介護事業所に対する業務改善支援事業’’の拡充〕 老健局高齢者支援課

〈事業イメージ〉

• 都道府県が主体となり、「介護生産性向上総合相談センター（仮称） 」を設置。介護現場革新会議において策定する基本方針に基づ
き、介護ロボットやICT、その他生産性向上に関する取組を実施する他、人材確保に関する各種事業等とも連携の上、介護事業者に対
し、ワンストップ型の支援を実施する。

【補助要件】
（１）介護現場革新会議の開催
（２）介護生産性向上総合相談センター（仮称）の設置
（介護ロボット・ICT等生産性向上に係る相談窓口事業）

【実施事項】※(3)は必須、(4)以降の実施は任意
（３）人材確保、生産性向上に係る各種支援業務との連携
（４）介護ロボット・ICT導入等の支援事業(基金事業)
（５）その他地域の実情に応じた各種支援事業

実施主体

国 都道府県
(一部、委託)

基金(国2/3) 介護施
設等

一部助成

• 都道府県が介護現場の生産性向上をさらに推進する方策を別途検討。
• 本メニュー設置に伴い既存基金メニューとの整理を予定

３ その他

※既存の基金メニュー(業務改善支援事業)の拡充での対応を予定。

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

• 都道府県が主体となった介護現場の生産性向上を推進する取組の広がりは限定的であり、また、既存の生産性向上に係る事業は数多
くあるものの、実施主体や事業がバラバラであり、一体的に実施する必要がある。

• このため、都道府県の主導のもと、介護人材の確保・処遇改善、介護ロボットやICT等のテクノロジーの導入、介護助手の活用など、
介護現場の革新、生産性向上に資する様々な支援・施策を一括して網羅的に取り扱い、適切な支援につなぐワンストップ型の総合的
な事業者への支援を可能とする「介護生産性向上推進総合事業」を実施するための基金メニューを設ける。(※)

１ 事業の目的

令和５年度概算要求額：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数（地域医療介護総合確保基金 137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額



ご清聴ありがとうございました
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©2022 令和4年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築業務等一式事業

介護人材の需給ギャップは、22万人(2023年度)から69万人(2040年度)に拡大すると推計されてい
ます。

（出所）厚生労働省、「第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について」より弊社にて一部改変

介護施設をオープンしても介護人材が足りず、
利用者を受け入れる事ができないケースが存在

介護現場における深刻な人材不足
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©2022 令和4年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築業務等一式事業

（出所）厚生労働省HP

施設サービス分居宅サービス分 介護現場における生産性向上の
取組を支援・促進する手引き

介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン

生産性向上の取組の
推進スキル研修 資料

介護現場における生産性向上事業（厚生労働省）の取組
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©2022 令和4年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築業務等一式事業

生産性向上の意義は、「人材育成」「チームケアの質の向上」「情報共有の効率化」です。
生産性向上の目的の捉え方は様々ですが、働く人のモチベーションの向上や楽しい・働きやすい職場
作りにつながります。

（出所）厚生労働省HP 介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン

生産性向上に取り組む意義

3

介護サービスの
質の向上

人材の定着・確保

人材育成
チームケアの
質の向上

情報共有の
効率化

介護サービスにおける生産性向上

介護の価値を高める

 要介護者の増加やニーズがより多様
化していく中で、業務を見直し、限ら
れた資源(人材など)を用いて一人で
も多くの両者に質の高いケアを届ける

 改善で生まれた時間を有効活用して、
利用者に向き合う時間を増やしたり、
自分たちで質をどう高めるか考えてい
くこと。

上位目的

生産性向上に
取り組む意義

働く人のモチベーションの向上
楽しい職場・働きやすい職場作り



©2022 令和4年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築業務等一式事業

生産性向上の７つの取組（打ち手）における
介護ロボットの活用の位置づけ
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©2022 令和4年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築業務等一式事業

介護ロボット及び介護現場に活用されるテクノロジー

5

※「ロボット技術の介護利用における重点分野」（介護ロボットポータルサイト）

移乗介助

装着型 非装着型

＜介護ロボット※＞

移動支援

屋外移動 屋内移動 装着移動

排泄支援

排泄支援 排泄予測 動作支援

見守り・
コミニケーション

介護施設
見守り

在宅介護
見守り

コミュニケーション

入浴支援

介護業務支援

＜介護現場で活用されるその他のテクノロジー＞
自動運転車いす ケアプラン作成支援AI ICT機器（インカム、スマートフォン等）



©2022 令和4年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築業務等一式事業

（出所）HONDAホームページ
厚生労働省「平成30年度 介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業（移動支援（屋内））報告書」

介護ロボット導入の効果 例1

介護サービスの質の向上（利用者の自立支援）

6

〈介護ロボットの導入例1〉

歩行動作に課題がある利用者にロボットを装着し、下肢
動作を補助した歩行訓練を実施。

Honda 歩行アシスト

活用イメージ

・歩行の安定性の向上 ・歩行速度の向上

導入効果



©2022 令和4年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築業務等一式事業

例えばシルエット型見守りセンサーを導入した場合、機器の機能と適切なオペレーションがかけ合わさると、
訪室回数が減少したり、夜勤時の職員の精神的な負担の軽減に繋がります。

介護ロボット導入の効果 例2

介護者の負担軽減・業務効率化

7

夜勤業務時に利用者の状態をスマートフォンで確認。シルエット見守りセンサー
活用イメージ

① 利用者を状態を確認するための訪室回数が減少
② 夜勤時の職員の精神的負担が軽減

シルエット画像で
状況を確認できる。

（出所）キング通信工業ホームページ、埼玉県「介護ロボット導入の手引」

〈介護ロボットの導入例2〉

導入効果
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介護ロボットは本当に導入・活用されてる？？

8

行政

補助金の執行率

介護ロボットの普及が進んでいる！

介護現場

導入したけど、どう使えばよいのか・・・
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介護ロボットの導入に際して最も多い失敗

”とりあえず導入”によるお蔵入り

経営層

職員

とりあえず補助金を申請しておいた
安く導入できるし、使ってみよう

介護は人がやるもんだ！
ロボットが介護できるわけない！

ただでさえ忙しいのに。。。
ロボット？ICT？私には無理！

かえって仕事が増えた
やっぱり使えない

現場の課題を分析せず経営層が良かれと思って安易に”とりあえず導入”してしまい、結果として普及ど
ころか”お蔵入り”のロボットを増やし、ロボットに対する期待外れ感や抵抗感まで醸成してしまっているの
が実態です。

ロボットがお蔵入りしてしまう・・・

9
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介護ロボット導入の効果

10

利用者の動きを検知し、ア
ラームを鳴らす。

タブレットに居室内の
画像を映し出す。

介護ロボットの導入の効果の考え方

介護ロボット
導入の効果

介護ロボットの機能 オペレーション

どのような利用者に使うか・使
わないか

タブレットの充電管理ルール
アラームの音量は３
訪室ルール
寝返り→訪室なし
ベッドからのはみ出し
→後で訪室
ベッド上起居→急いで訪室

見守りロボット
の効果

＝ ×

＝ ×

〈見守りロボットを導入した例〉
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現在のオペレーションに介護ロボットをなじませるための方法論

11

（出所）厚生労働省、埼玉県のホームページ

介護ロボット導入の手引き
埼玉県

介護ロボットのパッケージ導入モデル
厚生労働省
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現場の課題を見える化しないまま介護ロボットを導入すると、必ず活用定着に失敗します！
介護ロボットの導入活用により改善したい課題を職員全員で意思統一しましょう。

介護ロボットの導入を成功させるコツ①

現場の課題の見える化

緩やかな因果関係図づくり（課題の見える化の手法の一例）

12
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介護ロボットの導入を成功させるコツ②

U字の法則

（出所）厚生労働省「介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上のガイドライン」

13
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介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム

14
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令和４年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム
-全国25拠点-（相談窓口 17箇所、リビングラボ 8箇所）

15
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相談窓口の取組 -概要-

「相談窓口」機能では、主に介護現場からの介護ロボットに関する相談や、介護ロボットの試用貸出、
体験展示、さらに研修会の開催といった取組を行っています。

16

各種相談への対応

介護ロボットの試用貸出

体験展示

研修会の開催
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相談窓口では、介護施設に対する個別の伴走支援も行っています。支援を受けた施設は、介護ロボッ
トの導入・活用で得た経験を、他施設に伝達できるベンチマークとなることを目指します。

■ 伴走支援のイメージ

相談窓口の取組 –相談対応・伴走支援-

17

・試行錯誤を繰り返し、
介護ロボットの本格導入
を目指す

・介護現場の課題抽出
・介護ロボットの選定

・導入計画書の作成
・介護ロボットの試行的
運用

▼
訪問③

▼
訪問①

▼
訪問②

訪問後に適宜フォローアップ
訪問後は、電話等で状況確認。必要に応じてアドバイザーがサポートを実施

手順1

改善活動
の準備を
しよう

現場の課題を
見える化
しよう

実行計画を
立てよう

改善活動に
取り組もう

改善活動を
振り返ろう

実行計画を
練りなおそう

▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

手順2 手順3 手順4 手順5 手順6

導入プロセス
での気づきや
試行錯誤を
含めた経験を
他施設に伝達
できる
ベンチマーク
施設の創出
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相談窓口の取組 –試用貸出リスト-

相談窓口から介護施設に貸し出す介護ロボットのリストは、厚生労働省「福祉用具・介護ロボット実
用化支援等一式」の受託者が作成する介護ロボットの試用貸出リストを使用しています。

■ 介護ロボットの試用貸出リストの例

(出所)：公益財団法人テクノエイド協会HP 「介護ロボットの試用貸出リスト」 より抜粋
http://techno-aids.or.jp/robot/file03/2021rentallist.pdf

18
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相談窓口の取組 –試用貸出のスキーム-

開発企業様と各相談窓口の協力のもと、介護施設等に対する介護ロボットの貸出を行っています。

■ 試用貸出のスキーム

※厚生労働省「福祉用具・介護ロボット実用化支援等一式」の受託者が作成する介護ロボットの試用貸出リストを使用

相談窓口
貸出の依頼

介護施設等 開発企業

試用貸出リスト
の周知

貸出の依頼

貸出結果の報告

貸出

19
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相談窓口の取組 -体験展示-

相談窓口では、実際に介護ロボットの一連の活用場面がイメージできる体験型の展示コー
ナーを用意しています。

20

※各相談窓口では「ロボット技術の介護利用における重点分野」（平成29年10月改定）における6分野13項目に該当する製品及び介護ロボットの試用貸出リストの中から原則8種類の介護ロ
ボットの展示を行っています。
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相談窓口の取組 –研修会-

各相談窓口では、介護ロボットに関する研修会を実施しています。

21

研修会の開催概要の一例

研修の様子
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（参考)リビングラボの取組 -概要-

リビングラボでは、介護ロボットの安全性や使用効果の評価や検証、介護現場での実証時の専門的・
技術的な助言を行っています。

22

介護ロボットの製品評価・効果検証

開発中のロボットの安全性や使用効果の
評価・検証を実施します。

介護現場での実証支援

実証時の評価・データ分析方法の専門的・
技術的な助言をします。
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（参考)リビングラボの取組 –全国8拠点-

23

1 2
3

8

7

6

4

5
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本事業のホームページでは、介護施設や開発企業の方が活用できる全国の助成金・補助金や、介護
ロボットの製品情報などのお役立ち情報を掲載しています。

プラットフォーム事業のホームページのご紹介

介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム https://www.kaigo-pf.com/

助成金・補助金の情報 介護ロボットの便覧、PV動画集

24

https://www.kaigo-pf.com/
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お役立ち情報
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お役立ち情報

サイト URL

開発企業向け助成金一覧 https://www.kaigo-pf.com/media/development_list.pdf

施設向け助成金一覧 https://www.kaigo-pf.com/media/facility_list.pdf

介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業HP https://www.kaigo-pf.com/

介護ロボットのニーズ・シーズマッチング支援事業 https://www.kaigo-ns-plat.com/

介護ロボットのPV集（YouTube） https://www.kaigo-pf.com/news/20210114.html

Healthcare ImplementationグループFacebook
※介護関連のお役立ち情報を発信しています

https://qr.quel.jp/url.php

26

https://www.kaigo-pf.com/media/development_list.pdf
https://www.kaigo-pf.com/media/facility_list.pdf
https://www.kaigo-pf.com/
https://www.kaigo-ns-plat.com/
https://www.kaigo-pf.com/news/20210114.html
https://qr.quel.jp/url.php
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弊社では昨年度、開発企業様の協力を得て介護現場で活用されているテクノロジーを分野別にまとめ
ました。

介護現場で活用されるテクノロジー便覧
令和３年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業 介護現場におけるテクノロジーの実態調査研究事業

• 令和３年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業介護現場におけるテクノロジーの実態調査研究事業
https://www.nttdata-strategy.com/roken/report/index.html#r03_16

• テクノロジー便覧 https://www.kaigo-pf.com/

介護現場で活用されるテクノロジー便覧
令和３年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業 介護現場におけるテクノロジーの実態調査研究事業

27

https://www.nttdata-strategy.com/roken/report/index.html#r03_16
https://www.kaigo-pf.com/
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